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平成２８年３月１６日 

 

地域の知恵と工夫と行動力で九州の未来を拓こう！ 

～これまでの「九州の未来力２０３０」の議論を振り返って（全体総括）～ 

 

《はじめに》 

九州の経済構造は、その多くを内需産業に依存しており、経済規模は台湾とほぼ同じで

あるにもかかわらず、外資の導入は台湾に比べて大きく遅れている。一方、九州企業にお

いて海外進出を強める動きも活発化しており、中国、韓国、台湾を始めインド、ASEAN の

存在感は増している。 

アジアのダイナミズムを九州に取り込み、同時に人口減少社会に順応していくためには、

九州産業のアジア市場に向けたグローバル化とアジア諸都市のモデルとなる安全でコンパ

クト、快適かつ利便性の高いクオリティ・オブ・ライフの都市作りが必要である。このた

めには、九州の各都市がアジアの中でのグローバルネットワーク都市として、どの様な姿

でアジアシフトしていくかという、将来を見据えたオール九州での取り組みが必要である。 

このような中、「九州の未来力２０３０」では、グローバル人材の育成やインバウンドの

取込み、農業の基幹産業化、観光推進などの九州を取り巻く環境や課題などを踏まえ、産・

学・金・官の各界から自発的・継続的に集まったフリーなメンバーが、相互の問題意識や

意見・情報を交差させることによって生まれる新しいアイデアや構想等について意見交換

してきたところであり、幅広い分野にわたる自由な議論の場として他にはない会合が出来

たと思っている。 

また、会合においては、マクロ的・総花的アプローチではなく、ミクロ的・選択的アプ

ローチで、より実現的な議論を行うとともに、会合に参加することで生まれたアイデア等

を参加メンバー各自が平素の活動の中で活用、あるいは情報発信して頂くことをお願いし

てきたところである。 

こうした活動が九州の持つ潜在力を引き出し、未来をデザインする力（未来力）の強化

に繋がっていくことを期待したい。 

 

平成 25 年 12 月の第１回会合から２年４ヶ月、これまで、「農業」、「インフラ整備」、「観

光」、「九州出島化構想」、「女性活躍」、「サイバーセキュリティ」、「国土形成計画」など九

州地域の活性化に向けた課題をキーワードに時宜にかなった個別のテーマを取り上げてき

た。各回ともメンバーには闊達な意見交換を行って頂き、会合毎に、議論の内容を踏まえ、

座長提言として取りまとめてきたところである。 

今回第１０回目を一応の節目として、これまでの開催状況を振り返ることとした。 

なお、各回の提言はメンバーの総意を代表するものではないことを付言させていただく。 
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《これまでの議論の概要》 

第１回 未来アジアのモデル地域となるハイクオリティアイランド九州を築こう 

第１回会合では、初回でもあり会合の議論のベースにもなる「アジアと九州の構造変化」

をテーマに取り上げた。 

【座長提言の概要】 

➢グローバル人材の育成 ～ 九州出島化構想の実現に向けて～ 

オール九州で成長するアジアと向き合っていくためには、グローバルな人材の育成に力

を入れ、九州にもっと多くのアジア人が来るような魅力的な場所とするための取組みが必

要である。そのヒントとして、本多機工㈱の龍造寺社長が提唱している九州出島化構想（グ

ローバル人材の育成、アジアとの「人流」の活発化、魅力あるインフラストラクチャーの整備などからなる九州経済の

グローバル化構想。）は、九州のグローバルネットワーク構築に大きなインパクトを与えること

ができる。このような民間の力の活用こそが、九州がウィンブルドン化をおそれず、アジ

アの活力を九州に呼び込むひとつのきっかけになり得ると考えている。 

➢地域と企業の自立  

今後、九州がアジアの具体的な活力を取り込んでいくためには、地域と企業の自立心こ

そが原動力となる。東京依存や国頼りの意識改革が必要である。 “人流”という観点で、

観光を捉え直すことや、農業を食品産業全体の中で捉えるなど、産業・企業の在り方につ

いてアジア市場を念頭に置いた新たな視点が求められている。 

さらに、人口減少、少子高齢化を迎えている現状においては、何をなすにも労働人口の

減少と人材の確保という問題を避けて通ることはできない。質の高い人材を確保するため

に、大学のさらなる国際化を図ることにより、より多くの留学生の受け入れを進めるべき

であろう。 

質の高い人材という観点からは、男女共同参画社会の構築を民間の力で進めて行く必要

がある。女性が新しい市場の発見や消費を牽引している事実に目を向けると、九州企業の

財・サービス市場を内外に拡大するためには女性の力が不可欠であり、企業は女性の力を

どう引き出すかについて、企業組織や人事の在り方にまで踏み込んで意識・発想を転換し

ていくべきであり、また、金融機関には女性企業家の支援をぜひ強化してほしい。 

 

第２回 九州農業の未来を構想する。 

第２回会合では、次の時代を担う産業がなかなか育ってきていないのが九州の現状であ

るが、その中にあって、農業は成長余地が非常に大きい分野であることから、農業を食品

産業として捉え、「九州農業の６次化展開」をテーマに、㈱グラノ２４Ｋの小役丸代表取締

役をお招きし、新たな農業のあり方について議論を行った。 

【座長提言の概要】 

➢農業担い手の自立が農業を強くする 

農業が九州の中核的産業としての地位を獲得していくには、農業者の努力や品質を消費
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者にアピールするマーケティング戦略や販路開拓のための６次化展開の推進のほか、「歩留

り」の概念を導入し、収穫物すべての収益化による生産性の向上などにより持続的かつ発

展的に自立していくことが求められる。 

➢農業担い手の自立を新たな展開へつなげる 

九州の農業のポテンシャルの高さを考えると、従来と異なった新たな試みに積極的にチ

ャレンジすべきである。具体的には、良いものを輸出のために生産するという発想の転換

と、輸出促進のためのブランド化や販路・物流の確保、産地連携による通年ベースでの品

揃えの充実など総合的なプランが必要である。 

また、九州は農業が生み出す食材と食文化の宝庫であり、欧州のマルシェのように農業

を都心においても感じられるような新たなライフスタイルや、「食」を前面に出した九州各

地域のブランド化を確立し、アジアへも発信していくべきである。 

➢次世代のアグリブレナー（起農家）誕生を期待する 

農業に新しいコンセプトを持ち込んだアグリプレナーの登場は、農業を魅力的な産業へ

と成長させつつあり、今後もこれに続く人材を誕生させるためにも、「リース方式」などの

農地権利取得に関連する規制のさらなる緩和や、飛躍的に生産性を高める野菜工場の創出

などイノベーションの促進のほか、農業を始めるための営農資金や規模拡大等に応じた設

備資金に必要なファイナンスなど、新規参入者を増加させる取組みに期待したい。 

 

第３回 東九州自動車道を徹底活用せよ。 成長戦略の視点で PPP／PFI を考える。 

第３回会合では、東九州自動車道の開通は、①九州における循環型高速交通体系の確立、

②大分における九州と瀬戸内側とを結ぶ「扇の要」としての拠点性向上、③東九州軸にお

ける主要都市間の時間距離短縮など、九州の東西格差を解消し、九州経済のポテンシャル

を高める可能性があることから、九州経済調査協会の大谷主任研究員をお招きし「東九州

自動車道の開通と九州経済」をテーマに取り上げた。加えて、インフラ整備における成長

戦略の視点からメンバーの谷口九州大学教授を講師として「九州におけるＰＰＰ／ＰＦＩ

の展望と意義」もテーマとし、併せて議論を行った。 

【座長提言の概要】 

➢東九州自動車道と沿線空港のネットワークを強化し、アジアのゲートウェイを目指す 

東九州自動車道の徹底活用により、① 北九州市から宮崎県に延びる縦の軸をひとつの経

済圏と考え、道路網と空港が連携した物流網の構築、②外国人観光客を本州から東部九州

に呼び込む戦略の構築、③縦の経済圏において、「植物工場」の集積地を目指すなどオープ

ンイノベーションによる新産業の育成など、東九州自動車道の可能性を活かす新しい発想

で人流・物流を創出していくべきであろう。 

さらに、貨物物流に関しては、沿線の各空港を九州のゲートウェイとして羽田空港、那

覇空港といったハブ空港との連携も視野に入れれば、東部九州の産物はアジア諸国に短時

間で届けられることが可能となるなど、道路という枠を超えた効果を生み出すことが期待

できる。 
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➢アジアのインバウンドニーズに応える 

一方で、沿線での開通に向けた準備は十分とは言い難いため、東部九州の将来像を具体

的にイメージし、関係する地域が連携してこれをどう実現するかという取組みを早急に開

始してほしい。 

➢PPP/PFI を九州経済の成長につなげる 

東九州自動車道の開通（予定）を契機に、「成長戦略」という視点で、今後の各種インフ

ラや公共施設の整備・管理・運営について、PPP/PFI の活用、特に新たに導入されたコンセ

ッション方式を活用したインフラ等の整備を提案したい。 

それには、官（公）による民間の資金力・経営力・ノウハウ等を大胆に活用するための

魅力あるスキームの提供が必要であり、パブリック・ガバナンスの改革を期待したい。 

➢PPP/PFI を活用するために官（公）の意識改革を進める 

PPP/PFI の活用は官と民の対等なパートナーシップにより生まれるが、官と民のイコール

フッティングを歪めないよう制度の改善を求めたい。 

また、金融機関には資金の出し手としての期待だけでなく、コンセッション方式のよう

な仕組みを九州に定着させる方向で積極的に PPP/PFI 事業に参画することを希望したい。 

 

第４回 観光を九州の基幹産業に！ ～九州観光推進機構のリーダーシップ発揮に期待～ 

第４回会合では、観光産業が、その裾野の広さと今後のグローバルな市場拡大の見通し

から、経済成長や地域経済の活性化に大きな影響を及ぼし得るとして、九州の成長戦略の

中の重要産業の一つに位置付けられていることから、「観光を九州の基幹産業に」をテーマ

に、(一社)九州観光推進機構の石原会長をお招きし、九州観光の今後の展望について議論

を行った。 

【座長提言の概要】 

➢「訪日インバウンド４４０万人プラン」を進める 

～「ONSEN ISLAND KYUSHU」を統一ブランドに～ 

機構は、2013 年に 125 万人であった九州域内を訪れる外国人数を 2023 年には 440 万人

まで増加させることを目標に、「Ⅰ．九州のブランドイメージ、Ⅱ．観光インフラの整備、

Ⅲ．九州への来訪促進、Ⅳ．来訪者の滞在＆消費促進」を骨子とする第二期九州観光戦略

を策定し、九州全域での展開を目指している。 

特に、「温泉」（Relax&Rejoice ONSEN ISLAND KYUSHU）をブランドイメージとし、「温泉」

を入り口に各県それぞれの観光素材に広がりを持たせ、九州の一体感を生んだことに大き

な意味がある。 

アジアに近い九州の利点を生かし、インバウンドを取り込むため、海外の旅行者の様々

なニーズ（ユーザー目線）をしっかりと捉え、世界的な口コミサイトなども利用し、積極

的に情報発信していく必要がある。 
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➢九州各地での観光インフラの整備を急げ 

ＬＣＣや外国クルーズ船の誘致、ビザの発給要件の緩和など、行政（国や県）への働き

かけのほか、「無料公衆無線ＬＡＮ環境（Wi-Fi）の整備」、「コミュニケーション」など外

国人旅行者が旅行中に困った身近な問題に早急に対応する必要がある。さらに、自然、食

事など四季折々のおもてなしの企画やイベント（ナイトライフを含む）に地域で工夫を凝

らすなど、長期滞在者の増加に向け、ハード、ソフト両面からの観光インフラの整備が急

がれる。 

➢「九州はひとつ」実現のため、九州観光推進機構の強力なリーダーシップに期待する 

機構には、第二期九州観光戦略を踏まえ、九州は一つの理念のもと観光を九州の基幹産

業に育てるためのリーダーシップの発揮を期待するとともに、地域のひとりひとりが、観

光客の受け入れに向けた知恵と工夫を出し合うことが地域の活性化につながるものと考え

る。 

 

第５回 グローバル人材の活用で九州の未来を拓こう 

第５回会合では、人口減少、少子高齢化を迎えている我が国において、外国人留学生を

積極的に採用し、中小企業ながらグローバルな事業展開に成功している㈱本多機工の龍造

寺代表取締役社長（メンバー）を講師として、「九州出島化構想」をテーマに企業のグロー

バル戦略や、九州がグローバル化するためには何が必要かなどについて議論を行った。 

【座長提言の概要】 

➢100 年企業を作るためにグローバル人材の活用を図る 

100 年企業を目指す㈱本多機工は、人口減少による労働市場の縮小に強い危機感を持つ

一方で、九州には多くの優秀な外国人留学生が増えているにもかかわらず、地元企業では

多く採用されていないことに着目し、この高度外国人材をうまく活用し、後継者の育成と

海外ネットワークの構築を図り、市場の拡大に繋げている。 

また、同社は社内での交流を積極的に行い、自社の価値観や業務のプロセスを深く理解

した、外国人、日本人を問わないグローバル人材の育成に取り組み、ビジネスの可能性を

広げている。こういう企業が増えていくことが、九州経済ひいては日本経済のグローバル

化を図っていくために重要である。 

➢グローバルニッチトップ企業が考える「九州出島化構想」 

龍造寺社長は、高度外国人材を呼び込むために、九州が他のエリアに先駆けて先進的な

事例に取り組み、魅力的な島になることによって、九州と国内外との人の流れが出来、海

外からも注目を集め、ビジネスチャンスが広がっていくことを期待して、「九州出島化構想」

を打ち出している。 

同構想では、①中小企業の海外進出時のサポートに加え、進出後における継続的な支援

態勢、②国内メディアの内容・表現のグローバル化、③英語教育の低年齢化、④海外の伝

統ある大学の九州への誘致やセメスター制（２学期制）の導入、⑤「クールジャパン」を

学べる専門学校の創設、⑥高度外国人材への永住権の付与などによる定住化の促進など、
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社会全体の国際化の必要性を訴えている。 

さらに、⑦地方空港へのＬＣＣの乗り入れやアウトバーンのような高速道路の建設など

交通インフラの整備、⑧モスクの情報提供、ハラル版ミシュランガイドの作成、⑨世界に

展開しているホテルチェーンとの提携や九州の高級旅館の国際化への転換など、様々な分

野におけるグローバルな環境整備を掲げている。 

➢九州からグローバル企業を創出しよう 

九州が異文化との融合を図り、グローバル化するためには、学校、企業、行政など社会

全体の意識を変え、外国人と一緒に勉強したり働いたりすることが、ごく自然に受け入れ

られる社会になる必要がある。そのためには、同構想は大変示唆に富むものであり、関係

者はおおいに参考とすべきである。 

そして、何より、企業経営者が常に先を見据え、高度外国人材と日本人従業員を切磋琢

磨させつつ、社内の交流・融和を図り、社内全体が未来志向になる、そのような経営の在

り方が大事であり、こういう企業が九州から次々と生まれることを強く希望する。 

 

第６回 女性活躍の時代へ ～女性の感性で新たな市場の拡大を！～ 

第６回会合では、我が国の女性の就業環境が、出産退職後の再就職が非正規雇用となる

など、他の先進諸国と比べて大きく遅れをとっていることから、「女性の感性で新たな市場

の拡大を」をテーマに、福岡県男女共同参画センター「あすばる」の村山館長（メンバー）

と㈲ゼムケンサービスの籠田代表取締役をお招きし、女性が社会で活躍するための課題や

女性の働く環境等の変化などについて議論を行った。 

【座長提言の概要】 

➢女性が安心して働き続けられる社会の実現に必要なこと 

女性が正規職員として、安心して働くことができる社会となるためには、結婚し、出産、

子育てしながらでも働き続けられる環境を作らなければならない。「男女共同参画」はこれ

までも社会の課題として提起されてきたが抜本的には解決されておらず、これを打破する

ためには、企業トップの意識改革による大号令が最も重要である。さらに、全ての男性の

意識改革を図り、男性も積極的に育児や家事に参加するとともに、それを支援する社会の

雰囲気づくりが重要である。 

また、育児・介護等働くことに制約がある人材に活躍してもらうためには、短時間正規

社員、在宅勤務など勤務形態の多様化、配偶者転勤同行制度の導入や中途採用の活用など

柔軟性のある仕組みや環境の整備が必要である。 

➢有限会社ゼムケンサービスの成功事例から学ぶ 

女性が少ない建築業において、女性の活用により業績を伸ばしている企業から学ぶ点は

多い。資生堂や日産などの大企業と肩を並べ、「女性が輝く先進企業表彰」（内閣府特命担

当大臣賞）など数々の賞を受賞している㈲ゼムケンサービスは、北九州市に所在する中小

企業である。 

同社では、主婦である建築士やインテリアデザイナー等を採用し、ワークシェアリング
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をいち早く実践している。また、ワークライフバランスは「仕事と生活の相乗効果として

経営に独自性と高付加価値をつくる」という独自の発想を持ち、聴覚や嗅覚などの女性が

得意とする感覚も取り入れた「五感設計」の手法を開発し業績を伸ばしており、同社の更

なる飛躍と同様の企業が増えることを期待したい。 

➢女性の感性で新たなマーケットを切り拓く  

これまで男女共同参画社会の実現については、男性 VS 女性という対立構造の視点で論じ

られることが多かったが、今後は、男女共生社会の実現に向け、国民の意識改革を図り、

雇用制度や育児環境の整備充実などを早急に進め、女性も積極的に社会に進出し、男性と

は異なる感性を活かせる社会になることを強く望む。 

 

第７回 サイバーセキュリティと社会情報基盤 

～九州をサイバーセキュリティの安全都市に～ 

第７回会合では、昨今の全世界や我が国におけるサイバーテロの脅威に対し、国のみな

らず企業や個人もサイバーセキュリティの意識を高める必要があることや、この九州にお

けるサイバーセキュリティ分野での周辺産業の集積状況を踏まえ、この分野で最先端の技

術と識を持つ九州大学の安浦理事・副学長をお招きし、「サイバーセキュリティと社会情報

基盤」をテーマに、今後の課題やこの分野でのビジネス展望について議論を行った。 

【座長提言の概要】 

➢九州大学における取組み 

九州大学では、学生が使用するソフトの統一、内外部からのサイバー攻撃防止を目的と

したシステムを構築するなど、学内のネットワーク環境の安全性を高め、学生が必要な時

に必要な情報を安全に入手できる学習環境を整備している。加えて、サイバーセキュリテ

ィセンターを設立し、サイバーセキュリティに関する研究、教育に取り組んでおり、「サイ

バーセキュリティ・フォー・オール」という考えから、学生全員に対する学習教育を進め

ている。また、カリキュラムづくりや教材開発の面ではアメリカの大学とも連携している。 

今後は、全職業人が最新の知識を持てるような一般利用者のリテラシー向上や高度な人

材育成、研究機関の高度化・グローバル化に取り組んでいくこととしている。 

➢安全なサイバー空間の構築によって新たなビジネスチャンスを掴む 

サイバー空間は、国を超え誰でも利用可能な、いまや欠くことのできない経済社会の活

動基盤であり、様々なデバイスからインターネットへの接続で得られるビックデータの利

活用により新たなビジネスへの展開も大いに期待できる。この分野においては、中小企業

やベンチャー企業が参入しやすく、また地方を活動拠点とできるメリットもあることから、

地方創生の後押しにもなりうると考える。 

しかし、サイバー空間はオープンであってこそいろんな応用が働き日々進化するもので

ある一方、どこからでも攻撃が可能という裏腹な面を持つ。サイバーセキュリティの強化

による安全で安心なサイバー空間の構築には、サイバー攻撃に対する日進月歩の技術革新

が必要であるほか、教育の徹底や不正行為を排除できる環境整備なども必要であり、そう
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した環境整備に向けては、官民協働による組織的対応が望まれ、このインフラ整備には、

新たなビジネスチャンスを生み出す可能性を秘めていることも指摘しておきたい。 

安全で安心なサイバー空間を構築すれば、その地域は世界のデータ集積拠点として、ま

たイノベーションの中心として、世界のビジネスセンターになり得る可能性がある。その

ためにも、九州大学の取組みによってサイバーセキュリティに対する意識が一般利用者へ

も浸透し、さらに専門人材の育成や先端技術の進化によって安全性を向上させることによ

り、ここ九州が世界的なビジネスセンターとして発展していくことを期待したい。 

 

第８回 新たな九州圏広域地方計画について 

第８回では、平成 27 年 8 月の「国土形成計画」の閣議決定を評価しつつ、同時に検討

が進められている「九州圏広域地方計画」の確実な実現に向けて各界への議論の更なる広

がりにつながる提案を発信できないかという観点から、九州地方整備局の古木事業調整官

をお招きし、「新たな九州圏広域地方計画について」をテーマに議論を行った。 

【座長提言の概要】 

我々は、国土形成計画（全国計画）閣議決定を評価し、新しい国土づくりに九州からの

貢献度を高めていく。とりわけ、九州圏広域地方計画の基本的な考え方として、「アジアの

成長力を引き込む日本の成長センターとなって、わが国の経済成長に貢献することを目指

し・・・」と明記されたことで、九州の国内における位置づけは、「アジアゲートウェイ九

州」として大きくクローズアップされることとなった。 

このことは、九州の未来を考えるうえで、極めて重要な転機を意味しており、地方創生

の九州モデルとして大いに期待される。「九州の未来力２０３０」では、引き続き「九州圏

広域地方計画」の策定と実現に向けて、①計画の実現に向けた「５つの戦略」の具体化、

②震災対策、東京一極集中是正対策としてのアジアビジネス拠点の形成、③ゲートウェイ

インフラの民営化促進の３点について議論を深めた。 

上記のうち、特に「『５つの戦略』の具体化」については、財政、組織ともども、さら

なる検討が必要であり、各界の議論を喚起したい。 

 

第９回 九州の未来力について ～国の地方政策の転換を踏まえて～ 

第９回では、国の政策の転換も踏まえた地方として「未来力」を引き出す政策の在り方

について、西日本シティ銀行の久保田会長をお招きし、首都・本社機能の移転も視野に入

れつつ、議論を行った。 

【座長提言の概要】 

アジアの企業成長と消費パワーに接する九州は、わが国経済の成長センターとして限り

ない可能性を秘めており、九州各県と市町村が、九州の未来像を共有し、民間企業や住民

の力を最大限に引き出すことができるならば、九州の未来は大いに輝かしいものとなる。 

しかしながら、東京一極集中に歯止めがかからない中、平成 27 年 8 月に国土形成計画

が閣議決定され、かつ、国と地方あげて地方創生への取り組みが進められている今こそ、
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地方（九州）の価値（潜在力）を見出し、九州のポテンシャルを活かす絶好のチャンスで

ある。 

今後、九州の未来のさらなる発展に向けて、①国土形成計画の一部を民間レベルにブレ

ークダウンした民間主導のプロジェクトとしての速やかな遂行、②「九州・沖縄地方成長

産業戦略」、「九州創生アクションプラン」のスピード感を持った実現、③国家戦略特区や

総合特区政策の官民挙げての早期の実現と、アジア市場で活躍できる国際企業の育成強化、

④首都・本社機能等誘致プロジェクトの推進、⑤九州の未来へのプロジェクト実現のため

の「リーダーシップ」を発揮する人材の発掘の５項目をアピールし、各界の議論を喚起し

たい。 

 

《まとめ》 

  これからの九州の経済成長を考えたとき、九州経済をけん引している基幹産業が新技術

の開発などに取り組み、競争力を強化させることは重要であるが、この会議で議論してき

た農業の６次化推進や観光の基幹産業化など成長戦略の実現に向けた取組みのほか、人口

減少・少子高齢化の中で、持続的な経済成長に欠かせないグローバル人材の育成、活用に

加え、女性の活躍による新たな市場の拡大や商品開発など、九州の発展のための新たな取

組みも重要である。 

そして、政府や地域において取り組んでいる地方創生では、これから実行段階に移って

いく中で、この会議の各回の提言が、その確実な実行にあたっての一助になれば幸いであ

る。 

九州は古くから海外との交易が盛んな地域であり、こうした歴史を持つ九州が行政の縦

割りや各県の利益誘導に優先されることなく、一つとなって、全域が「日本の出島」、「ア

ジアのゲートウェイ」として国内外から人々が集い、新たな経済成長と雇用を生み出す成

長産業が自然と創出するような地域となるため、域内に住む一人一人の知恵と工夫と行動

力で、九州の未来が拓かれていくことを真に願う。 

「九州の未来力２０３０」は、平成 25 年 12 月の第１回から第９回まで、様々な九州の

可能性、ポテンシャル、未来力というものについて「東京オリンピックのさらに１０年先」

を見据えた議論を重ねてきたが、今回第１０回という節目を迎えたことから、次回以降、

新たな世代による新しい「九州の未来力２０３０」へ進化することとしている。 

「東京オリンピックのさらに１０年先」に活躍する次世代が、これからの九州について

真剣に考え、さらなる九州の潜在力を引き出し、九州の未来をデザインする議論を深める

ことで、新たなリーダーとなることを切に願い、バトンを渡すこととする。 

         

 

九州の未来力２０３０座長   森 本  廣 
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「九州の未来力2030」座長提言目次

第１回　「九州の未来力2030」　～第１回会合を踏まえて～

１．はじめに　～一極集中の三層構造からグローバルネットワーク都市へ～

２．グローバル人材の育成　～九州出島構想の実現に向けて～

３．地方と企業の自立

第２回　「九州農業の未来を構想する」

１．変わりつつある農業

２．業担い手の自立が農業を強くする

３．農業の担い手の自立を新たな展開へつなげる

⑴「輸出するための生産」への脱皮

⑵農業を生活や文化・観光と融合させ、地域ブランド化する

４．次世代のアグリプレナー誕生を期待する

第３回　

Ⅰ．東九州自動車道を徹底活用せよ

１．東九州自動車道がさらに高めるポテンシャル

２．東九州自動車開通を九州経済の成長につなげる

３．東九州自動車と沿線空港のネットワークを強化し、アジアのゲートウェイを目指す

４．アジアのインバウンドニーズに応える

Ⅱ．「成長戦略」の視点でＰＰＰ／ＰＦＩを考える

１．ＰＰＰ／ＰＦＩを九州経済の成長につなげる

２．ＰＰＰ／ＰＦＩを活用するための官（公）の意識改革を進める

　　

第４回　観光を九州の基幹産業に育てよう 

～九州観光推進機構のリーダーシップ発揮に期待 ～

１．観光産業を九州経済の成長戦略として取り組む

２．「訪日インバウンド４４０万人プラン」を進める～「ONSEN ISLANND KYUSHU」を統一ブランドに～

３．九州各地の観光インフラの整備を急げ

４．九州観光推進機構の更なるリーダーシップの発揮を期待する

　　　

第５回　グローバル人材の活用で九州の未来を拓こう

１．100年企業を作るためにグローバル人材の活用を図る

⑴外国人留学生の採用と「のれん分け」ビジネス

⑵外国人、日本人を問わないグローバル人材の育成

２．グローバルニッチトップ企業の考える「九州出島化構想」

⑴九州の異文化融合の先進地域に

⑵九州出島化構想の推進で九州から日本を変える

３．九州からグローバル企業を創出しよう

第６回　女性活躍の時代へ　～女性の感性で新たな市場の拡大を～

１．女性が活躍できる社会の実現に向けて

２．日本社会における現状と課題

３．女性が安心して働き続けられる社会の実現に必要なこと

⑴トップによる大号令

⑵男性の意識改革による柔軟な社会づくり

４．有限会社ゼムケンサービスの成功事例から学ぶ

５．女性の感性で新たなマーケットを切り開く

　　　
第７回　サイバーセキュリティーと社会情報基盤

１．サイバーセキュリティの現状と課題
２．九州大学における取組み
３．安全なサイバー空間の構築によって新たなビジネスチャンスを掴む

第８回　新たな九州圏広域地方計画について
１．計画の実現に向けた「５つの戦略」の具体化
２．震災対応、東京一極集中是正対策としてのアジアビジネス拠点の形成
３．ゲートウェイインフラの民営化促進

第９回　九州の未来力について　～国の地方政策の転換を踏まえて～
１．国土形成計画の一部を民間レベルにブレークダウンした、民間主導のプロジェクトとしての速やかな遂行
２．「九州・沖縄地方成長産業戦略」「九州創生アクションプラン」のスピード感を持った実現
３．国家戦略特区や総合特区政策の官民挙げての早期の実現と、アジア市場で活躍できる国際企業の育成強化
４．首都・本社機能等誘致プロジェクトの推進
５．九州の未来へのプロジェクト実現のための「リーダーシップ」を発揮する人材の発掘  

   （詳細） 福岡財務支局ＨＰ http://fukuoka.mof.go.jp/koho/kyusyunomirairyoku2030.html 
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